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《一般論文》

Ⅰ．序論
　本論は、政治学者・高畠通敏(1933 ～ 2004年)
が、1960年の日米安保条約改定反対闘争(以後、
六〇年安保)以後の社会運動を踏まえて提唱し
た「市民政治学」という新たな政治学の概念が、
どのような政治学上の文脈で提起され、展開さ
れていったのかを検討するための足がかりとし
て、時代を遡り、1950年代に高畠が取り組んだ
米国政治理論に対する視座を再検討することを
通じて、新たな政治学像を高畠が希求した過程
を明らかにする。この検討を通じて、初期高畠
政治学1の理論的射程を解明し、さらにはこれ
まで必ずしも明確に位置付けられてこなかった
日本の戦後政治学における「高畠政治学」の位
置づけについて考察することが本論の目的であ
る。
　当今の研究において「高畠政治学」として想
定されるものは、もっぱら「市民政治学」ない
し「市民の政治学」だろう。六〇年安保以降、
1960年代後半に至るまでいわゆる三派全学連の
結成やそれに続く全共闘運動など学生運動の高
揚がみられたり、ベトナム反戦運動に広範な市
民が結集したりするなど、人々が直接的な政治
行動を志向する動きが加速していった。高畠自
身も六〇年安保で登場した反戦市民運動「声な
き声の会」や、ベトナム戦争反対を訴える社会
運動である「ベトナムに平和を！市民連合」
(以下、ベ平連)において中心的な役割を果たす
に至る。そうした過程において高畠は、安保闘
争の精神史から、運動内部の権力構造をめぐる

議論にいたるまで、社会運動に内在した課題に
取り組んでいった。これらの学術と社会運動を
架橋しようとした高畠の論考は、のちに「市民
政治学」を構成するものであった。
　こうした高畠の関心は、単に1960年代に社会
運動が高揚した状況を反映しただけにすぎない
と見る向きもあるかもしれない。むろん、「市
民政治学」の射程は、バリケードの中の学生た
ちの日常性から、三里塚の新空港建設における
立ち退きを迫られた当事者と社会運動の担い手
とを分断させていく政府の手法の分析にいたる
まで、現実の社会運動に根差したものであった。
　しかしこれまで「市民の政治学」が議論の対
象とした社会運動と政治学との関わりは、必ず
しもこれまで大きく注目されることはなかった。
しばしば歴史の教科書においてすら「黙殺」さ
れてきたという指摘がある(張[2015])。また、
1970年代以降全共闘運動が「内ゲバ」化したり

「過激」化したりするなかで、直接行動を伴う
社会変革への意識が下火となったという見方が、
昨今、マスメディア等で盛んに展開されている2。
しかし、その通則的把握とは異なり、六〇年安
保や、1968年の全世界的な大衆蜂起を契機とし
た「世界システムの革命」(ウォーラーステイ
ン)を発端とした社会運動は、一方で消失と見
えながら、その根底において、反公害、脱植民
地主義や、ウーマン・リブ、障「害」者、マイ
ノリティなどの生存などのめぐる諸課題を「発
見」し、その根本的解決に取り組むに至った。
確かに1970年代後半以降、六〇年安保に前後し
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て生まれた新左翼諸党派の影響力は低下したが、
個別課題を解決するための市民の営みはむしろ
盛んになっていったともいえる。こうした市民
運動の存在は、資本主義体制や、強権的国家支
配への対抗手段として機能した。その過程は、
いわば、市民運動が、政治学上の重要なアクタ
ーとして機能する過程でもあった。
　こうした見解に基づくと、のちに「市民政治
学」を構成することになる論考の多くは時局的
なものを扱いながら、単なる時事評論の域を超
えて、戦後日本政治学に影響力を及ぼすもので
あったのではないだろうか。たしかに、「市民
政治学」を端緒として高畠政治学を捉える先行
研究は多数散見される。しかし、「市民政治
学」を構成する論考が、その性格ゆえ学術論文
という体裁よりも、新聞や論壇誌への寄稿や集
会での発言という形態が多かったという事情も
あり、その着想がいかなる思想的系譜の上に存
在し、いかなる理論的把握が見出せるのかにつ
いては、これまで十分に検討されてこなかった。
　周知のとおり、高畠は現代政治理論や政治思
想史の研究においても多大な実績を残している。
その中心となるのは、1965年から1967年にかけ
てイェール大学の客員研究員として渡米した際
に師事したロバート・A・ダール(1915 ～ 2014
年)の政治学の受容を踏まえた政治理論と、当
時最新鋭であったコンピューターを駆使した計
量政治分析である3。加えて、高畠は著書『地
方の王国』(1986)に代表される地方自治論や、
保守勢力の権力の源泉に迫る研究や平和研究で
も知られている。また、最初期には「転向」に
関する思想研究にも取り組んでいた。
　このような表層的には必ずしも連関性を持っ
ていないように見える個別研究課題の下には、
いかなる有機的な繋がりが存在していたのか。
また、こうした政治学研究における具体的な論
理展開は、いかなる形で「市民政治学」として
結実していったのか。またそれは戦後日本政治

学にいかなる影響を及ぼしたのか。
　これらの問いに応答するべく、本論において
は、高畠通敏のバイオグラフィーについて触れ
つつ、丸山眞男をはじめとする高畠より年長の
政治学者がいかにして米国の政治学の「輸入」
を志したのかについても検討しつつ、ラスウェ
ルの行動主義を分析した高畠の助手論文におけ
る読解とその特質を検討する。さらに、70年代
後半以降、高畠よりも年少の世代のリヴァイア
サングループを中心とする政治学者が行動主義
的方法論を取り組むに至る中、高畠は行動主義
的方法論を中核に据える理論構築を避けていっ
た思想的背景の所在、あるいはそこに「市民政
治学」的方法論の萌芽が垣間見られるのかとい
った問題についても論を進めていく。

Ⅱ．高畠通敏のバイオグラフィー
　本節では、政治学者・高畠通敏のバイオグラ
フィーについて簡単に触れる。1933年、高畠は
東京府(当時)で生まれ、戦時中は長野県に疎開
した。1952年に東京大学に入学すると、学部在
学中に丸山眞男を訪ねて「政治理論と現実の政
治分析」の研究で弟子入りを志願したが、日本
政治思想史専攻以外は受け入れられないという
理由で断られ、以降、堀豊彦を指導教官とする
ことになった。京極純一(京極は当時法学部で
はなく教養学部に所属していた)の影響もおそ
らくあり、「政治理論と現実の政治分析」の分
野を選択した(都築[2009])。1961年に立教大学
法学部の教員になると、1999年の定年まで同大
学に勤めた。1965年から1967年にかけてイェー
ル大学に客員研究員として赴任し、ダールに師
事したのち、計量政治学の専門家として選挙分
析などに計量的手法を取り入れた。
　高畠は政治学者でありつつ同時に、市民運動
の現場や論壇でも多大な活躍を果たした。思想
の科学研究会で事務局長を務めたほか、1960年
安保闘争に際して小林トミと共に、声なき声の
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会を結成し、初期には事務局長を務めた。また、
ベ平連でも中心的な役割を担った。全国紙・地
方紙をはじめ、『世界』や『思想』はもちろん

『エコノミスト』『潮』『婦人の友』『地方自治職
員研修』など数多くの専門誌や一般誌に寄稿し
ていた。
　岩波書店からは全5巻からなる『高畠通敏
集』が刊行されている。その編集を務めた栗原
彬・五十嵐曉郞の両氏は、巻頭言に、高畠の業
績を端的に「政治の科学的な分析を可能にした
計量政治学、政治の現場を踏査するフィール
ド・ワーク、市民自治の理念を柱とする政治思
想、市民運動および市民活動の実践の間を架橋
するスケールの大きな先端的な学問」と評して
いる(五十嵐他[2009])。
　さて、序論で述べたように、高畠は政治学を
社会運動に内在したものとして新たに位置付け
るべく、「市民政治学」ないし「市民の政治
学」という新たな概念を提唱した。これまでの
高畠の政治思想に関する研究においては、もっ
ぱら「市民政治学」をめぐる思想と行動が中心
であり、日本戦後政治学に位置付け直す試みは、
田口富久治[2001]や、同僚・弟子筋の研究者に
よる諸研究を除いてほぼなされておらず、高畠
が関わった社会運動の実践についてのみ言及さ
れることが中心である。もっとも田口は、同書
で高畠通敏、藤田省三、松下圭一の三者による
議論を「戦後政治学の新展開」と評しつつも、
各者の論理展開を総合的に描いたものにとどま
っており、俯瞰的にその議論の位置付けを行っ
ているとは言いがたい。
　市川ひろみ[2015: 22-23]は「『市民政治学』―
―高畠通敏の平和研究――」の中で、「政治学
は支配者や指導者のために仕えるものではな」
く、統治者と被統治の分別をいかにして「究極
的に廃絶するかという展望の下に必要な知識や
技術を構想し分析を進め」ていくものこそが

「市民政治学」の本旨であったと指摘している。

また、伊藤洋典[2013: 99]は、高畠における「政
治」の意味について「ふつうの市民の日常生活
の中からいかにして権力から自立した関係を作
り出していけるか」を追究する営みであり、従
来の「政治」の定義とは異なる新たな意味を見
出した。立教大学法学部在籍中に高畠に師事し
た越智敏夫[2016: 75-88]も同様に、高畠の政治
学の方法論は「日常のなかに政治を発見する」
というものに集約されると論じて、埴谷雄高が
かつて井上光晴のことを形容した言葉であると
ともに、井上を主人公にした原一男によるドキ
ュメンタリー映画『全身小説家』(1994年)にな
ぞらえて、高畠を「全身政治学者」と形容した。
一方で、高畠が「市民政治学」という概念を形
成する以前の高畠政治学の理論的展開に遡りつ
つ、「市民政治学」の着想が一体どこにあるの
かについて検討されることは、これまでの先行
研究ではほとんど取り組まれてこなかった。本
論においては、「市民政治学」の出自を明らか
にすることを主題とするため、先行研究が希薄
な初期高畠の思想を探究していく。

Ⅲ．出発点としての丸山政治学
　本節では、高畠の初期の政治思想を本格的に
分析するのに先立って、その思想形成に影響を
与えた丸山眞男、マルクスの思想について、高
畠がいかに受容したのかについて検討する。

「高畠政治学」の出発点は、のちに取り組むこ
とになる計量分析というより、むしろ、「丸山
政治学」との格闘や、西洋社会思想の受容をめ
ぐる議論に見出せる。

Ⅲ.1．「丸山政治学」とアメリカ政治学の距離
　1947年に「「科学としての政治学」」を発表し
た丸山は、近代における政治的なるものの精神
史の研究にかわって、現実政治と相対する「現
実科学」を研究の中心に据えることの意義を宣
言した。さらに、丸山[1952]は、「科学としての
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政治学」「科学としての政治学」において抽象
化されていた「現実科学」を具現化させ、戦後
政治学の新たなパラダイムの地平を切り拓いて
いく。もともと同書は、郵政省が企画した「教
養の書」シリーズの第19刷として刊行されたも
ので、郵政省での職員研修の講義録であった。
これを単行本として構成し刊行したものの、の
ちに丸山はこれを絶版にさせた。いわば「幻の
書物」であった。
　学生時代の高畠は、この『政治の世界』に魅
せられた。高畠は晩年、『丸山眞男集』の月報
に「先輩から、すでに絶版になっているこの

『政治の世界』という小冊子があることを聞き、
手をまわしてようやくの思いで入手し、懸命に
ノートをとりながら読んだ」と述懐している。
本論の主題であるように、「転向」論と、米国
政治理論に取り組んでいた高畠にとって、この

『政治の世界』は、極めて注目に値する論文だ
ったのである。
　同論文の前半において、丸山は、ラスウェル
らの米国政治理論の研究と、マルクスの「自己
増殖をなす運動体」としての資本の規定を踏ま
えて、「政治状況の循環モデル」を提示した。
具体的には次の通りである。まず、丸山は政治
の世界を「権力を媒介とする紛争解決過程」と
して定義する。その上で、紛争を「権力、財貨、
尊敬、名誉といった社会的価値の獲得維持増大
をめぐ」って起こるものと定義している。高畠
が指摘するように、紛争をめぐる定義は、ラス
ウェルに倣ったものである。その上で、紛争を
解決するためには「解決過程」の導入が、さら
に「解決過程」の導入には、「権力」の介入が
必要になるという関係性を示した。その上で、

「説得」や「討議」ではなく、権力を前提とし
た紛争解決がおこなわれるほど、状況は「政治
的」になると議論を展開させたのである(表1)。

　この図式は、明らかにMarx [1862]における、
資本の一般定式を念頭に置いているであろう。
すなわち、本来、商品流通は、商品-資本-商品
(W－G－W)という形態をとっていた。つまり、
資本は、等価の商品を交換するための媒介とし
て存在するものであった。しかし、資本主義経
済のもとでの商品や貨幣の流通においては、資
本-商品-資本(G－W－G)という形態をとる。こ
の運動が意味を持つためには、資本の増殖が必
要となる。W－G－WからG－W－Gへの移行
とは、使用価値を目的とした流通形態から、交
換価値を自己目的とした流通形態への転換を意
味する。こうして、資本は、資本家の獲得する
剰余価値(＝労働者の被る搾取)を獲得し、増殖
する性質を持つのである。すなわち、資本主義
においては、資本は単に商品-資本を媒介する
存在としてではなく、「自己増殖をなす運動
体」として機能するのである。その結果、資本
それ自体が目的化し(資本の自己目的化)、また
物神化(フェティシズム)してしまう。
　このマルクスのモデルにおける「商品」を

「紛争」に、「資本」を「権力」にそれぞれ置き
換えれば、丸山の「政治状況の循環モデル」が
導ける。改めて、「政治状況の循環モデル」の
内容を見てみよう。本来、政治状況とは暴力を
前提としてする営為ではなく、むしろ、それを
回避するための手段である。すなわち、紛争-
解決すなわちC-Sと表すことができる。
しかし、政治の世界を「権力を媒介とする紛争
解決過程」を定義する本モデルにおいては、容
易にその手段は、それ自体が目的へと転化して

〈表１〉「政治的状況の循環形式」

C－S 

C－P－S (C－P－Sという過程はますます権力自

体を目標として進行)

P－C－S－P’ (P<P’) C：紛争 S：解決 P：権力

「政治の世界」『丸山眞男集 5』140頁より作成
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しまうのである。このモデルにおいては、ラス
ウェルに倣って「政治的解決」は、相手に対す
る何らかの制裁力を背景として、戦争など実力
行使の威嚇によってなされる解決と定義される。
また、国家では紛争を最終的に解決する力を

「主権」と呼ぶ。政治権力Pが、紛争解決の媒
介になる構図は紛争-権力-解決、すなわちC-P-S
となる。このように、権力それ自体が、権力を
増強するために権力を求める運動がはじまる。
権力自体の獲得、維持そして増大のために紛争
が起き、その紛争を媒介として権力がより肥大
化してゆく図式は、P-C-S-P'(P＜P')となる。そ
の過程において、権力をめぐる問題は、何らか
の目的を遂行するために権力を保持するといっ
た「使用価値」的な問題から、勢力均衡をめぐ
って他者／他国より比較して優位に立つのかと
いう「交換価値」をめぐる問題へと転化してい
く。まさに、丸山の「政治状況の循環モデル」
における権力論は、「自己増殖をなす運動体」
としての資本という『資本論』におけるモデル
を応用したものであり、権力も資本と同様に、
それ自体を目的とした増殖運動を不断に行う

「物神」として存在していることが、丸山のモ
デルからは説明できるのである。
　もっとも、『政治の世界』における丸山の問
題意識は、現代政治においていかなる形で権力
が集中し、独裁や全体主義が成立していくのか
の過程を説明する上で、「もはや権力集中や独
裁・全体主義の成立は必然のことであるから、
いかにして権力の増強を阻止するのかを考える
必要がある」というものであった。『政治の世
界』の後半においては、「民間の自主的な組織」、
すなわち中間団体による政治的討議の場が広が
ることが重要であると結ばれており、これはの
ちの「丸山政治学」における位相と基本的な立
場は同一である。しかし、政治権力というテー
マを重要な課題として掲げながらももっぱら政
治思想史、精神史を中心に理論構築をする丸山

にとって、権力論を中心にその政治力学をモデ
ル化する方法論は、のちの『政治権力の諸問
題』(丸山 [1957→1995: 337-360])以降、ほとん
ど断念されたという状況であった。

Ⅲ.2． 丸山眞男と高畠通敏――『政治の世界』を
めぐって

　『政治の世界』を読んだ若き日の高畠は、後
半の結論部分というより、むしろ、この「政治
的状況の循環形式」に惹きつけられたと、後年
に述懐している。具体的には、以下の通りであ
る。

先生(引用者注・丸山)が「科学としての政治
学」の訴えのなかでいわれていたことは、こ
ういう意味での科学的な政治学理論の確立と
いうことだったのかと、学生の私は目を見開
かされる思いだった。あたかもマルクスが社
会科学の樹立を志して、まず原理論としての
商品の運動法則を打ち立て、そこから資本主
義経済というシステム、そしてその歴史的発
展について議論を展開していったように、先
生が権力の運動法則という原理論から現代社
会における権力の集中と独裁の成立という歴
史へと論を進めてゆこうとされていると感じ
たからである。(高畠[1995: 2])

　先に述べた通り、この『政治の世界』は、そ
の後、丸山が絶版にさせる。また、1956年に上
巻が、1957年に下巻がそれぞれ刊行される論文
集『現代政治の思想と行動』にも収録されるこ
ともなかった。高畠もこの事実を指摘した上で、

「この『政治の世界』で展開されている政治の
力学についての原理論的な議論を、その後、発
展されることはなかった」と言及している。そ
の上で、「私のそれからの仕事は、その理由を
私なりに考えるなかで、紡がれてきたといって
もよい」と述べている(高畠[1995: 2])。
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　また、高畠は、後年、『政治の世界』の方法
論を「放棄」した丸山に対して、以下のような
疑問を投げかけている。

なぜ、丸山はたとえば『政治の世界』(1950
年)という小冊子で試みた純枠に〈科学的〉
な政治学の試みを放棄したのか。丸山が、戦
後、全面講和から六〇年安保の〈運動〉にコ
ミットしたということと彼の方法とはどのよ
うに内面的に関連しているのか。彼が、戦時
下の研究室で、〈近代的〉政治精神の歴史的
展開を〈弁証〉していた時の方法に訣別を宣
し、デモクラシーの論理に取り組みはじめた
ことと戦後の丸山政治学の形成とはどう関係
し て い る の だ ろ う か。(高 畠[1976→1997: 
172])

　もちろん、丸山の「科学としての政治学」は、
Mannheim[1929]における『政治学は科学とし
て成りたちうるか』の影響を受けていると考え
られる。マンハイムの見解によると、社会科学
は自然科学のように歴史的・社会的視野から分
離することができない以上、視座を相対化でき
る知識人の存在によって「真の知識」に近づく
ことができるという。高畠の想定する、アメリ
カ政治学、つまりpolitical scienceの方法論を取
り入れたという〈科学的〉なものと、丸山の想
定したそれは、異なっているという指摘も可能
であろう。
　しかし、重要な問題はそこではない。むしろ、
次節で詳述するように、高畠の助手論文のラウ
スェル論は、丸山の「『政治の世界』で展開さ
れている政治の力学についての原理論的な議
論」の発展、言い換えればその後の「丸山政治
学」で空白とされた領域に関しての理論展開で
あった。高畠が追究した〈科学的〉な政治学は、
丸山政治学と無関係なものではなく、むしろ丸
山が展開を志した〈科学的〉な政治学の延長線

上に存在するものだった。後述するようにラス
ウェルが自らを「アメリカ版マルクス」自負し
ていたことを、高畠が把握していたことからも
このことは明らかである。このように、若き日
の高畠は、マルクスの資本論における一般定式
や、それを踏まえ応用した丸山理論に強く影響
を受けていた。

Ⅳ． 初期高畠と米国政治理論――ラスウ
ェル論と行動主義批判

　本節では高畠が助手論文で主に展開すること
になる、行動主義に対する理解とその批判をも
とに、高畠の議論の特色を検討していく。
　行動主義とは、アメリカを中心として盛んに
検討された学問的方法論である。初めは心理学
において提唱されたが、本論で論じているよう
に、1950年代以降はとくに政治学を含む社会科
学全般に強い影響を及ぼした。政治学において
は、イデオロギーや歴史学などや、制度、規範
論といった手法ではなく、人びとの行動そのも
のを研究対象として体系的な分析を行い、その
法則性を求めるべく展開された。
　高畠が助手論文で行動主義を取り上げた背景
として、一方では、行動主義は、1950年代から
60年代にかけて、米国で積極的に展開されてい
た手法であり、当時最新の米国政治学を「輸
入」し、応用してほしいという日本における政
治学の学術的要請を反映したという側面もある
だろう。しかし、先の節で述べたように、高畠
自身が有していた、丸山が「科学としての政治
学」で志しながらのちに放棄された方法論を、
引き継ぎ新たに展開していこうという気概も垣
間見られるものである。

Ⅳ.1．高畠におけるラスウェル解釈
　助手論文の冒頭では、まずラスウェルにおけ
る、「行動主義的アプローチ」において設定さ
れた「概念枠組み conceptual framework」が
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示されている。たとえば、「政治学　political 
science」とは、「学問的手続きを経た観察の上
に立つ、権力の確定的諸条件の理論的分析」を
指し、「決定」とは「重大な制裁 sanctionを伴
う政策」を意味する、といった具合である。ま
た、「制裁」とは、「価値剥奪 deprivationを伴
う政策」を意味し、また、「政策 policy」とは

「目標価値と意味行動の投射された計画」であ
り、これは「他の人間との関連における行動方
針」と、「勢力 infl uenceの行使」とは、「他者
の政策に影響をあたえること」とそれぞれ定義
されている。
　高畠は、興味深いことに論文冒頭で、行動主
義的アプローチを、知識社会学的アプローチと
対比させることで、その特徴について以下のよ
うに論じている。

「行動主義的アプローチ」において設定され
た 中 心 的 な「 概 念 枠 組 み 」(conceptual 
framework)(…中略…)の諸概念の学問的系譜
をたずね、あるいはそれらが置かれている知
識社会学的状況を解明するという問題は、も
とより存在する。しかし、「行動主義的アプ
ローチ」において、これらの概念が「経験科
学」への期待においてまず提起されたもので
ある以上、検討もまた第一義的にこの期待の
次元でなされるべきだろう。(…中略…)そし
て「概念枠組み」あるいは「理論」設定の操
作性が、すでに広く認められている今日、こ
れらの検討は直線的な「検証」の次元の問題
よりも、むしろ、それぞれの概念がどのよう
な「有効性」への期待と「射程」の限界をも
ち、ひいてはそのような概念設定作業が、設
定者の内部のどのような「政治の世界」像の
下にあるかを明らかにするものとして、はじ
めて意味をもつ。私がここで分析しようとす
るのは、以上のようなものとしてのアメリカ
近代政治学の諸概念の内的相互緊張であり、

内的な統一なのである。立論が多くH・D・
ラスウェルの業績を糸口として展開されるの
は、彼が「行動主義的アプローチ」のあらゆ
る分野を、政治学者として追求しつづけてき
た唯一の理論家であるという当然の事情によ
るものにすぎない。(高畠[1963→2009: 213-
214])

　ここで、高畠が、特に知識社会学的アプロー
チとのちがいを強調している背景には、明らか
に「科学としての政治学」においてマンハイム
の知識社会学アプローチを用いて知識人の役割
を説いた、丸山理論を踏まえているだろう。わ
ざわざ丸山の論文名を意識して「政治の世界」
像と記していることからも、このことが推察さ
れる。
　高畠論文の冒頭では、このように、ラスウェ
ルにおける諸語句の定義が紹介されたのちに、
しかし、その定義がいわば「循環論法」的であ
る点を厳しく指摘している。たとえば、勢力概
念は「ラスウェルにおいて政治の行動主義的研
究の焦点として引き出されている」ものであり
ながら、「権力」と「勢力」とを隔てるものは
一体何なのかということ自体が曖昧であると高
畠は指摘する。ラスウェルは、それを「重大な
る価値剥奪」の可能性の有無によって説明する
が、高畠によれば、「勢力を有するということ
は高い価値地位を占めるということに他ならな
い」(高畠[1963→2009: 219])。つまり、一種の
同語反復(トートロジー )を孕んでいることを、
高畠は見抜いていたのである。とはいえ、あく
までもラスウェルの理論に内在して議論を進め
ていくことが、本論の目的であり、この問題に
ついてはのちに言及されることになるが、一旦
ラスウェルの理論に則って、議論は展開されて
いく。
　さて、「勢力」を規定する「価値の概念」と
は、一体、何であるのか。「勢力」とは端的に、
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「価値地位 value-position」つまり、集団内での
「価値」の配分の型式(value-pattern)の中で主体
が 占 め る 位 置 と、「 価 値 可 能 性 」(value-
potential)、すなわち、将来の「価値地位」に
ついての見込みの綜合であるとラスウェルは定
義する(高畠[1963→2009: 218])。また、具体的
な「価値」の定義について、福祉価値、尊敬価
値の2大区分のもと、健康、開明、権力、尊敬、
徳義、愛情の8つの価値が示されている。これ
らの価値について、それぞれラスウェルは以下
のように例示をしている(表2)。現在の視座から
みると、「目標価値」として挙げられている

「例」の中には、適切に示されているとは言い
がたいものもあり、難解である。
　ラスウェルが定義する「勢力」関係において
は、具体的人間関係に即した直接的測度が失わ
れてしまい、その一方でこれらの「価値」は、

「客観的相対主義」の名のもと、それ自身所有
あるいは争奪のまととなる欲求の外在的「対
象」あるいは「状況」として定義される。この
ような「価値」を多く所有することが、同時に

「被勢力者」への「権力」の行使(すなわち「価
値」剥奪)と何ら直接的関係にないことに注意
を払う必要があると高畠は論ずる。
　また一般に「権力手段」と称されるものにつ
いて、ラスウェルは「基底価値」あるいは「権

力基底」と呼んでいる。このことと関連して、
高畠は、「権力手段」の保有がどのようにして
具体的な権力関係に転化するかということ、そ
れ自体は行動主義以前から機能主義的アプロー
チによって論じられてきたことを高畠は指摘し
ている。このようにラスウェルの議論は、新規
の問題系についての議論を開拓するというより
むしろ、これまで社会科学で論じられてきた問
題についてそれを「モデル化」して組み立てて
論じていくというような手法によって展開され
ていった。この「モデル化」という手法によっ
て前期ラスウェルが導いた仮説こそが、少数

「エリート」支配の仮説である――すなわち、
「価値」概念を通じて構成しえたラスウェルの
政治的-社会的「構造」の「モデル」に他なら
ない――として(高畠[1963→2009: 222])、ラス
ウェルにおける政治学の定義を説明すべく、以
下の箇所を引用している。

どの社会においても一定時においては、少数
の人間がそれぞれの価値の大部分を占めるが
ゆえに、いかなる価値の配分の図もピラミッ
ドに似る。それぞれの価値の大部分を占有す
る少数者がエリートであり、残余は卒伍(あ
るいは大衆)である。エリートはその(価値地
位における)優越を、象徴の操作、(物資の)供

〈表2〉 (目標価値) (例)
「権力」power 大統領の拒否権あるいは任命権。

「尊敬」respect 権力は尊敬を命令する！

「道徳」rectitude 正邪の基準は王座に応じて変化する。

「富」wealth 徴税、特権の許可。

「愛情」love 支配者の支配領域における感情的一体化。

「健康」well-being 軍隊と警察によって行使される強制。

「技能」skill 労組リーダーの労働者の技能行使の監督。

「開明」enlightenment 政治的検閲。
「アメリカ近代政治学の基礎概念」『高畠通敏集 1』岩波書店、2009年、252頁より作成。
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給の統制、暴力の使用を通じて確保する。形
式ばらずにいえば、政治学とは誰が、何を、
いつ、どのようにして獲得するかということ
の研究なのである。(Lasswell [1950: 3]、訳出
:高畠[1963→2009: 222])

　前述したように、ラスウェルは、「学問的手
続きを経た観察の上に立つ、権力の確定的諸条
件の理論的分析」と政治学を定義していた。た
だし、その「権力の確定諸条件」は、前述の通
り「価値」をいかに保有しているのかによって
規定されている。その「価値」は偏在的に分布
している以上、「持つ者」(エリート)と、「持た
ざる者」(卒伍)の圧倒的権力傾斜が存在する、
というモデルで説明せざるを得ない。そのこと
を踏まえて、「誰が、何を、いつ、どのように
して獲得するか」というものである、とラスウ
ェルは端的に自らが定義する政治学を説明して
いるのである。
　このように、助手論文の前半においては、難
解なラスウェル政治学を簡潔かつ的確に説明す
ることが重視されている。一方でラスウェル政
治学のモデルを明確に説明したがゆえに、その
モデルや定義そのものにおける瑕疵も顕在化さ
れていく。

Ⅳ.2．高畠によるラスウェル批判
　これまで論じてきたように、高畠は、ラスウ
ェル政治学における、諸々のモデルの定義の曖
昧さを問題視していた。それは、ラスウェルの
行動主義論の中核をなす権力-勢力モデルの前
提にまで遡る。
　高畠によれば、ラスウェルが定義する「権
力」はあくまでも「勢力」の特殊形態であり、
また、「権力」と「権力を行使する」、「勢力」
と「勢力を行使する」といった具合に、それぞ
れ 名 詞 的 ／ 動 詞 的 両 義 性 が あ る(高 畠
[1963→2009: 223])。しかし、その両義性を概念

枠組みに組み込んでいる以上、「権力」と「勢
力」の差異は曖昧模糊なものとなりうるし、

「権力をもつから、権力は行使される」といっ
た類の同語反復(トートロジー )は不可避的なも
のとなる。しかも、このように、ラスウェルの
概念枠組みに則ろうとすればするほど、かえっ
て「無数の問い」の噴出から逃れられなくなる
というのが高畠の主張である。

「権力は権力をもつことによって行使され
る」という定義上の循環論法は、ここでもと
もと免れることはできない(…中略…)「勢
力」と「権力」の「形態」表は無限の矛盾し
た命題を生む源とならざるをえない(高畠
[1963→2009: 224])

　ラスウェルの表面的定義を無視し、彼が
「基底価値」あるいは「権力基底」として
「権力」をあげるその説明の中で実際に意味
しているところのものを見るならば、より
(引用者注・ラスウェル理論における「循環
論法」の存在が)明瞭になる。彼がここで具
体例として挙げている「権力」とは、まさに
制度的意味における「権力」すなわち、他の
諸「価値」の大いなる所有の結果として事実
上生じる影響力としての「勢力」ではなく、
それらの価値のどれをもとりわけ所有しなく
ても、なおかつ影響力あるものと見倣される

「権利」としての「勢力」あるいはその「地
位」に他ならないのである。「基底価値」(あ
るいは同様にして「目標価値」)としての

「権力」という概念は、ラスウェルの概念枠
組みに即するかぎり、このように解してはじ
めて意味を生じるといえよう。だが、このよ
うな解釈の自己承認は、ラスウェルにとって
これまでの概念枠組みに対し無限の問題を提
起するに等しい。いったいこの意味における

「権力」はどこからくるか。それはこれまで
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の「勢力」および「権力」の概念とどのよう
に し て 連 関 づ け ら れ る の か。(高 畠
[1976→1997: 225])

　高畠によると、このような「無数の問い」に
対して、ラスウェルが示した「あからさまな態
度」は、「端的な拒否のそれ」、「彼の『定義』
の体系の表面上の一貫性を保とうとする努力」
にすぎないものであった。すなわち、ラスウェ
ルによれば、制度的意味における権力とは何か
を問う立場に立脚してラスウェル理論を解釈し
つつ、「社会全体を権力保持者として認めるこ
と」を試みる行為について、「権力とは分配さ
れるものである。そして政治学の目的は、どの
ようにして、またどのような基底の上でそれが
分配されるかを確定することにある」として、

「政治的分析の何たるかを全く理解しないこ
と」と同義であると難じた。
　結局のところ、ラスウェル理論における「勢
力」ないし「権力」の関心は、社会全体に存在
する「勢力」ないし「権力」の分析へと向くの
ではなく、むしろ、権力者たらんとする「エリ
ート」たちの、その個人的な動機に帰結させて
しまっているのではないか、と高畠は指摘して
いる。

「権力」－「勢力」の問題を、究極的には
「権力者」たらんとするもののパースナルな
動機の中に帰結することによって、「権力」
の問題を本質的に「社会」にとって偶有的な
ものと見做すところの思考法なのである。
(高畠[1976→1997: 227])

　他方で、この「エリート支配」モデルには、
マルクス理論の影響が垣間見られることを高畠
が指摘していることは興味深い。すなわち、高
畠によれば、この「エリート支配」モデルの論
理的特徴とは、第一に、諸「価値」の追求の中
で少数「エリート」が構成されてゆく過程を追
及する点にあり、また第二に、「権力」と「勢
力」を区別せず、むしろ「勢力」のタームの中
に還元し、多元的な「エリート」、「権力」像を
描いている点にあるとしている。このうち、後
者のモデルは、マルクスの影響を強く受けてい
るというのが高畠の主張である。
　すなわち、すべての「価値」をその欲求充足
の効用においてではなく、「権力」発揮の条件
として飽くことなく追求し、それによって強大
な一元的権力を構築し、あるいはそのために歴
史的変動をひき起こすにいたるという問題と、
マルクスが「資本家の飽くことなき利潤追求衝
動」から発して「権力の集中」と「階級闘争」
の説明にまで至るのに至る議論が「相似的」で
あると高畠は論じる(高畠[1976→1997: 228-229])。
　さて、話を「エリート」支配モデルに戻そう。
ラスウェルは、「決定」あるいは「決定作成」
に関して、パーソナルな人格相互関係の中での
勢力者側における単なる意思決定として考える
立場より、私的な相互交渉関係から切り離し、
当該集団あるいは社会全体を拘束する共同行為
における「政策決定」として考え立場を重視し
ていたと結論付けている(高畠[1963→2009: 
231])。しかし、社会には社会全体のために強制
を行う一元的なメカニズムが存在し、「権力」

〈表3〉 マルクス ラスウェル
権力 「権力の奪取」 マルクスと相似的に「権力者」の「利益」－諸「価値」追求によ

って生ずる「強制」

支配 ― 「解放」され「予防」されるべきもの
高畠通敏「アメリカ近代政治学の基礎概念」『高畠通敏集 1』228-229頁より作成。
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とはこれへの「参与」を意味する以上、「権力
者」が必然的に少数である理由は、定義上から
は存在しない。ゆえに、デモクラシーにおいて
は、一元的な強制と多数の「権力者」あるいは

「 エ リ ー ト 」 が 同 時 に 存 在 し う る(高 畠
[1976→1997: 223])。換言すれば、デモクラシー
のもとでは、「少数による多数の支配」と「多
数による少数の支配」は、うらはらに存在しう
るものであり、ラスウェルにおける少数「エリ
ート」への権力分配に過度に傾斜した議論には、
批判の余地が大きく、「決定作成概念」と「エ
リート」の概念の調和が未説明であることを高
畠は示唆している。
　具体的に高畠は、以下のように論じている。

デモクラシーの下では「権力者」であり真の
「決定作成者」である「エリート」たちは、
どのようにして「指導者」に従いつつ決定の
作成に「参与する」のだろうか。あるいは、

「指導者」よりも、より多く「決定」の作成
に「参与」する多数の「卒伍」とはいかにし
て可能なのだろうか(…中略…)これらの問題
にラスウェルは全く応えていない(高畠
[1976→1997: 236])

　さて、改めて高畠のラスウェル批判を整理し
ていこう。第一に、ラスウェルは、モデルを提
供した、あるいは再「定義」をしただけにすぎ
ない、というものである。ラスウェルが提示し
た「モデル」においては、「勢力関係」はいわ
ば永久に「人間関係」に不安定な緊張を引き起
こすものとしてのみしか解釈されない(高畠
[1976→1997: 238])。第二に、「勢力」ないし

「権力」を測定できるのかについて「循環的」
な答えしか見出せていない(高畠[1976→1997: 
239])。加えて、「勢力」を計量的に測定しよう
としたとき、「権力」と「勢力」の区分は全く
意味を持たないものになってしまうという批判

である(高畠[1976→1997: 244-245])。また、「決
定作成」論の概念が、「権力」論や「エリー
ト」論と、別個の「モデル」として解釈されて
しまい、概念が完結していない。また、知識社
会学を過度に捨象している(高畠[1963→2009: 
244-245])。
　このように、政治の世界をモデル化すること
は、一見新しい手法で、これまでにない政治学
のパラダイムを切り拓いているようにみえるが、
実態は、「事実主義」ないしは「事実」過程の
追認にとどまる部分も大きかった、と高畠は結
論付ける。

　「非合理」的「権力」の角逐としての政治
の世界のモデル化は、つねにその裏面におい
て、非政治的「合理」的過程として「政策」
の問題を扱おうという傾性を、その意味での

「政策」における「事実主義」をまた伴って
いる(…中略…)政治における「行動主義的ア
プローチ」が、その出発点において抱いてい
たのは、まさに当時の「制度主義」の対抗イ
メージとしての、このような「事実」過程と
しての政治のイメージであった。(高畠
[1976→1997: 246])

その上で、高畠は、合理的なモデルを掲げるラ
スウェル理論が、それに孕む矛盾によって、か
えって政治における「非合理」的な人間像を浮
かび上がらせるという「逆説」を指摘し、論文
を締めくくっている。

　政治の世界のダイナミックな「過程」的把
握は、しばしば「エリート」あるいは「支配
階級」もしくは「圧力集団」によって、「正
しい」政策がゆがめられる過程として追及さ
れ(…中略…)「政治における「経験的」探求
とは、「象徴」「制度」「通信」をすべてこの
ような意味における「支配体制」との連関に
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おいて、すなわち「権威の循環」の一環とし
て位置づけて解明することにあるとされ、
(…中略…)政治における「人間性」の発見は、
このような「事実」的政治の世界を裏打ちす
る「非合理的」人間像の発見に他ならないと
いうのが、逐一ここで例を挙げるのを差し控
えはするが、ここにおけるアプローチの基調
だったといって過言ではないだろう。(高畠
[1976→1997: 246-247])　

Ⅳ.3．行動主義批判再考
　ラスウェルは、「価値」「勢力」の「概念枠組
み」を、「人間関係」あるいは「人間性」が介
在する問題に着目しながら議論をすすめ、それ
をモデル化する。高畠のラスウェル理論への批
判を簡潔に整理すると、ラスウェルのアプロー
チは、「循環論法」をもたらす「モデル分析」
の理論構造の限界によって、かえってラスウェ
ルの企図とはうらはらに、政治における「非人
間性」が露呈してしまっているというものであ
る。「国家権力」の特異性――暴力装置と貨幣
製造権の独占といった――を捨象しているから
である。これは、ラスウェルの定義とはまた別
の「価値」の独占であるが、しかし、政治学、
とりわけ権力論を考える上では避けては通れな
い議論のはずである。
　権力構造ではなく「権力者」や「エリート」、
暴力装置ではなく「政策」を分析し、人々ひい
ては世論への「影響力」を重視する姿勢は、ウ
ェーバーの影響が強かった当時の日本政治学に
おいて非常に斬新なものとして読まれたことは
想像にかたくない。また、ラスウェル理論の射
程からは、ファシズムやテクノクラシーのよう
な権力の寡占や暴走を伴う体制への対抗といっ
た「社会運動」は不在であり、その点に高畠は
不満を持ったといえる。ラスウェルが想定した

「モデル」は、高畠にある種の失望をもたらし、
その意味において、エリートではなく「市民」

や「生活者」のパーソナルな振る舞いに着目し
た「生活者の政治学」や「市民の政治学」の誕
生に影響を与えているといえるだろう。
　とはいえ、あえて別の角度からラスウェル理
論を論じることも可能であったという事実もま
た、付言しておきたい。高畠論文においては、
行動主義「以前」のラスウェルの論理が、どの
ような変遷を繰り広げていたのかについては、
高畠論文では全く取り上げられていない。
　ラスウェルは、プロパガンダ論や大衆動員の

「技術」に造詣が深く、第1次大戦時における戦
時プロパガンダの研究を行っている。この書物
は、日本では、総力戦体制がほとんど完成され
たといってよい1940年に翻訳・刊行されている。
米国との戦争を遂行するための理論が、米国で
生成されたものであるというのはなんとも皮肉
な話ではあるが、当時の出版業が激しい検閲下
におかれていたことに鑑みても、当時の日本の
テクノクラートも「統治の技術論」としてラス
ウェル理論を参考にした可能性は大いにあり得
る。一体なぜ、「大衆操作」から「行動主義」
へと議論が変遷されていったのか、また、この
事実と、行動主義理論における「エリート」支
配に対抗する勢力の不在とはどのような関係が
あるのか。残念ながら、高畠もまた、このよう
な問いを追究することはなかったように思われ
る。
　かわりに、勢力(あるいは権力)「それ自体」
が目的になるというラスウェルの「勢力」や

「諸価値」を重視した行動主義的アプローチに
対し、高畠はマルクスの影響を読み解こうとし
た。後年、高畠は、ラスウェルが自身を「“現
代アメリカのマルクス”と自負していたことを
知 っ て い た 」 と 述 懐 し て い る(高 畠[1995: 
2→2009])。
　マルクスに則るのであれば、ラスウェルにお
ける「諸価値」や「勢力」の形態は相互に交換
可能なものか、あるいはそれは「商品」と「資



47

本」のように、一方から一方へとのみ交換が可
能な非対称なものなのか、あるいはさらにいえ
ばその「起源」と「終焉」はどこに見出せるの
か。しかし、知識社会学的な問いを拒絶するラ
スウェル理論からは、そうした問題意識を読み
解くことは困難であろう。その意味では、「現
代アメリカのマルクス」というラスウェル自身
のラスウェル評は、過分なものであると指摘で
きる。もちろん、高畠も指摘していたように、
ラスウェルがマルクスに影響を受けていたこと
は事実であろう。とはいえ、その「マルクスの
影響」が、マルクスにおける下部構造、あるい
はフェティシュ (物神化)の対象が、資本だけで
はなく権力にまで及んでいったとする論にとど
まる限り、鋭い指摘であるとは言いがたい。
　高畠は、ラスウェルの手法を一定程度評価し
ながらも、「モデル」を一方的に同定し、政治
哲学的あるいは知識社会学的問いを捨象する理
論については、かなり辛口な評価を下している。
ラスウェルが描く「エリート」モデルに「非合
理的」人間像を発見したという表現からは、

「モデル」論そのものの限界に高畠が自覚的で
あったことがうかがえる。
　一方で、ラスウェルに対する高畠の批判は、
その後、アメリカ政治学で展開される「行動主
義批判」を先取りするものであったことは興味
深い。周知の通り、60年代後半には、行動論的
政治学に対する批判が高まるようになった。
1969年には、当時、米政治学会会長を務めてい
たＤ・イーストンは、会長演説においてこれら
の批判をもとに、「脱行動論革命」を宣言する
に至る。イーストンの同宣言においては、些末
な研究対象に過度に、また行動主義が経験的保
守主義のイデオロギーを隠している、つまり体
制擁護的であることが的確に批判された
(Easton [1969＝1970: 415-448])。ここで見られ
る「行動主義批判」の論理は、実は、高畠の助
手論文のなかに既に見出せるものであった。

Ｓ・ウォリンによれば、イーストンのポスト行
動主義批判もまた、行動主義の内部での批判に
とどまっている([Wolin: 1969])。高畠論文にお
ける行動主義を捉えながらも全てを肯定するわ
けではない両義的な立場は、イーストンのよう
に、行動主義からの全面的な脱却を宣言すると
いう類のものではないが、他方で、ウォリンと
は異なり内在的な行動主義批判を展開している
という点において、単にその後の行動主義批判
を先取りしているだけでなく、独自性が認めら
れるものであった。

Ⅴ．結論
　1950年代の政治学者の多くはアメリカ政治理
論に非常に大きな期待を寄せていた。戦後の政
治学者がドイツ系理論を中心とした政治学をの
りこえ、戦後民主主義に相応しい新しい市民的
主体を形成する実践的学問として米国政治理論
に着目をしたのは、決して高畠に限った話では
なかった。高畠が行動主義理論を論じた背景に
は、『政治の世界』において丸山が目指そうと
した政治学に期待をしつつも、丸山がそれを

「断念」したことに満足しなかったという事情
があることは繰り返し述べた通りである
　しかし高畠は、いちはやく行動主義の論理に
期待を寄せた立場ではありつつ、その論理的限
界に対して、最も早く自覚的になった政治学者
の一人であったと言えるだろう。
　高畠によると、ラスウェルの行動主義的理論
展開にはいくつかの問題が内在していた。まず、
第一にその議論は循環論法に陥っていたり、語
義の区別が曖昧であったりする部分が散見され、
論理的な厳密性が欠けていた。たとえば、ラス
ウェル理論においてその骨格を成す独自的な概
念であるはずの「権力」と「勢力」の区別が、
論理の進行に伴い、他の語彙の定義に比較して
いくと結局は、その意味の差異が曖昧模糊なも
のになってしまう。このような問題点は、「勢
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力」を測定して比較しようとする際に、より際
立つ。つまり、第二に、諸概念が数値で計量す
ることができない以上、そのままでは計量的に
比較・分析を行うように理論を発展させること
が難しい。
　加えて、第三に、過度に操作主義的な、政治
的なものに対する分析は、心理学など他の社会
科学への応用こそ可能であれ、とりわけ1960年
代に注目されていた「人々の力」――すなわち
市民運動と市民意識による政治変革の影響力―
―を軽視するばかりか、分析対象からほとんど
除外しているのであった。
　そもそも高畠論文において中心的に論じられ
ているラスウェルの『権力と社会』の序論は、
以下の書き出しで始められている。

　本書は、政治理論に関する書物であって、
現在や将来の政治の実態を分析するものでは
ない。今日の重要な政治動向の説明として、
統計的データや挿話的事実を示した上で、そ
の動向を阻止したり促進したりするなど、一
定の政策・方針を提唱する意図はまったくな
い。(Lasswell [1950＝2013: 9])

　もっとも、ラスウェルはこの書き出しののち
に、政治動向への関心が理論構築に与えた影響
を完全に否定することはできないとも記してい
る。しかし、現実の政治動向を阻止したり促進
したりする意図が皆無であるということを、予
め断りつつ論理展開を行う姿勢は、市民運動と
学問を架橋する「市民政治学」的なるものをの
ちに構想することになる高畠の問題意識とは大
きな隔たりがあるものであったことは想像にか
たくないだろう。
　これら三つの問題の中で、とりわけ注目に値
するのは第一の問題である。第二・第三の問題
は、どちらかといえば外在的な問題である一方
で、第一の問題に対する課題意識は行動主義の

論理自体に内在しなければ生じないものであり、
行動主義理論を踏まえつつ、それを内在的に批
判し、さらにその論理的展開が後のポスト行動
主義の理論を先取りしている点において、高畠
理論の特質が現れているといっていい。
　この意味においては、その後の政治学者――
とりわけ「レヴァイアサングループ」など「戦
後政治学」批判――が直面する問題を、高畠は
1950年代から先行的に取り組んでいたといえる。
雑誌『レヴァイアサン』の創刊は1987年秋であ
るが、ちょうどそこから10年ほど遡って日本政
治学会において注目されていたのは、「行動論
以後の政治学」であった。
　1976年度の日本政治学会の『年報 政治学』
は「行動論以後の政治学」というタイトルで特
集が組まれていた。同誌で高畠が発表するのが、
市民政治学に関する研究で昨今でもしばしば参
照される「運動の政治学」という小論である。
たしかに、高畠は、行動主義の論理において、
市民運動に関する視座の欠落を、1950年代から
一貫して予期していたことは注目に値するだろ
う。
　しかし、より注目に値するのは、同誌の「ま
えがき」において、神島二郎が再検証する必要
があると主張している行動主義における「認識
の枠組」そのものの問題にすら、高畠の助手論
文においては先駆的に指摘が行われていたとい
う事実である。

われわれは今回「行動論以後の政治学」とい
う特集を組んだが、ここで「行動論以後」と
いったのは、アメリカの行動論を鋭意導入に
努めてきたように、その流儀にしたがって行
動論以後を導入するのではなく、行動論の導
入を通してわが国で緒についた達成をふまえ
ながら、認識の枠組そのものをみずからの現
実に求め、それによって輸入舶来への依存と
いう伝統そのものを克服することである。
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(神島[1976: 3])

　ここまで触れてきたように、高畠論文におけ
るラスウェル理論に対する批判的視座は、設定
された「認識枠組」そのものの不十分さを厳し
く突くものであり、丸山政治学的な戦後民主主
義に基づく課題意識と、アメリカの行動主義の
論理とを止揚させようとする意欲が感じられる
ものであった。その意味において、高畠論文の
インパクトは、単にいち早く行動主義を分析し
たというものに決して留まらず、行動主義を内
在的に読解した上で批判的視座が提示されてお
り、のちの政治学者の理論構築を先取りする論
理展開が多数散見されることにあるといえる。
　また、この点、高畠が行動主義を内在的に批
判していたという事実は、これまでの先行研究
では見逃されてきた。大獄[1999: 114]は「投票
行動の行動論的研究の登場」という章において、
三宅一郎、木下富雄、間場寿一、すなわち政治
学者、社会心理学者、政治社会学者による共同
研究『異なるレベルにおける投票行動の研究』
を取り上げ、「投票行動、政治意識などの分析
は、他の政治学の領域と比べても、非常に専門
性の高い学問分野で、独自のトレーニングを要
求される領域である。筆者は、政治学の研究、
教育のためにこの分野の主要な業績を読んでは
きたが、これまで体系的にトレーニングを受け
たことがないし、自ら調査やデータ処理にかか
わったこともない」と留保しつつ、同研究を、
以下のように結論づけている。

　三宅らの厳密で慎重な「科学的」な手法は、
ソフィスティケートされればされるほど、結論
は、曖昧になるという難点を元来抱えているこ
とが挙げられる。データによっては明言できな
いことがそれを著者自身に何度も指摘されると、
読んでいてもどかしく、欲求不満を覚えざるを
得ない。行動科学に馴染みのない当時の政治学

者には、その感が一層強かったであろう。換言
すると、かなりの指摘が、「明確なことはいえ
ない」、「それほど単純ではない」、という否定
的言辞に収斂していく。(大獄[1999: 112])

　この指摘は、高畠の助手論文における言説と
類似しているだろう。しかし、主に1960年代の
日本政治学史について検討した同書のみならず、
1950年代の日本政治学史を議論した『戦後政治
と政治学』（大獄[1999]）においても、高畠理論
の検討は欠落している。
　もっとも、ラスウェル理論に関して、高畠論
文においても解明されていない問題があること
は指摘しておかねばならない。1920年代のラス
ウェルは戦時におけるプロパガンダの分析に取
り組んでいた。「世論操作」の実例に関するそ
れまでの研究と、行動主義における世論に関す
る理論とは、いかなる相互関係があったのだろ
うか。あるいは、『権力と社会』の後半部分に
おける、「政治的革命」あるいは「社会的革
命」――ラスウェルの定義によればそれぞれ

「政治体制の急進的な変化」、「支配の急進的な
変化」である――といった政治における体制変
容についての議論は、高畠論文においてはほと
んど触れられていなかった。行動主義政治理論
において、デモやストライキなどの「直接行
動」が果たす役割は、いかに位置付けられるの
か。またそれは「革命」という形で結実しない
限り、アクターとして位置付けるに値しないも
のなのだろうか4。
　もっとも、その後の高畠は「異議申し立て」
を含む、市民ないし中間団体と政府間の相互で
多元的なコミュニケーションを重視するダール
のポリアーキーの理論に惹かれ、またイェール
大学でダールに師事する道を選んだ。ラスウェ
ル理論の分析を中心とした行動主義的理論展開
というよりむしろ、計量分析に取り組むことに
なる。こうした背景をめぐって、高畠は、「行
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動主義的政治学は、権力エリートに対抗する大
衆運動や市民運動をも、もう一つの権力として
分析する用具しかもたなかった」と述懐してお
り、行動主義理論の限界を早い時期から認識し
ていたことがうかがえる(高畠[1995: 2→2009])。
やはり、行動主義的分析を高畠が継続しなかっ
た背景には、ラスウェル理論における「市民の
役割」の欠落に、高畠が不満を感じていたこと
が関係していることは明白である。また、この
ことは、思想分析に代表される丸山政治学を中
心とする学問形態から脱皮して、政治理論・モ
デ ル 論 を 中 心 と し た 政 治 科 学 ＝Political 
Science を志したいわゆる「レヴァイアサング
ループ」が、ラスウェルの理論を80年代に「再
発見」したことと表裏だともいえる。
　さて、もう一つ、今後の課題として解明させ
なければいけない問いとして、日本における米
国政治理論の受容史の「起源」と、そこに高畠
の世代の戦後派がいかに貢献してきたのかとい
う問いがあげられる。『政治の世界』の丸山は、
そこで用いた米国政治理論から「決別」したこ
とについて高畠が、「『政治の世界』で展開され

ている政治の力学についての原理論的な議論を、
その後、発展されることはなかった」、「私のそ
れからの仕事は、その理由を私なりに考えるな
かで、紡がれてきたといってもよい」と言及し
ていることは第Ⅲ節で述べた通りである。
　戦後間もない1950年代と、「レヴァイアサン
グループ」が活躍する1980年代では米国政治理
論をめぐる日本の政治学の事情が、全く異なる
ことは想像にかたくない。本論でとりあげたラ
スウェル理論をめぐっては、どういった本邦に
おける政治学上の要請があり、またそうした事
情が高畠の問題関心にいかに作用したのか。戦
後日本政治学において高畠が分析した行動主義
理論はどのように位置づけられてきたのか。本
論では、のちに「市民政治学」を打ち立てる高
畠通敏について、その思想的出自をたずね、テ
クストに内在しながら分析を行うことに主眼を
置いた関係上、このような戦後政治学史を俯瞰
した問題については十分に分析できたとは言い
がたい。これらの問いへの応答は今後の課題と
なるであろう。

註

 1．本論では、1965年に高畠が渡米するまでの業績を「前期」、1965年から『地方の王国』を上梓する1986年に

かけての業績を「中期」、その後の業績を「後期」として論じる。

 2．たとえば、池上・佐藤［2021］において展開されたような「連合赤軍事件や内ゲバが相次いで以降、左翼運

動は過激化して、もはや運動とは呼べず、権力に対するテロリズムという色彩が強まってしまった」という

見方がその典型例である。しかし、こうした世論形成には、「過激派」への注意促すポスタービラの公共施

設への掲示、テレビを利用しての宣伝など、警察による広報活動が果たした影響も想定されうる。詳しくは、

許［2020］を参照のこと。

 3．高畠が当時最新鋭だったコンピューターを利用したということについて、筆者は高畠の研究手法を直接知

る複数の人物にインタビューを行った。そのうちの1人、深谷宏治氏は、1968年ごろ高畠が事務局長を務め

ていた「声なき声の会」に参加したという縁で、1973年の春から秋にかけて高畠の計量分析を手伝っていた。

当時、高畠はFORTRANを使って分析を行っており、この時代にはデータをパンチカードに記録して、そ

れを専用の読み取り機で処理していたという。深谷氏は、パンチカードの並べ替えなどの作業を行っていた。

また、別の方のインタビューによると、高畠は1980年代には、エプソンの音響カプラーを一時的に使用して
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いたという。また、富士通のデスクトップを導入して、MS-DOSを使っていた。 

 4．もちろんラスウェルが企図する政治学は、のちに高畠が「市民政治学」として展開したように市民運動を

エンパワーメントしようとするといったものではない。むしろ、そうした直接的な体制変革を抑制させよう

という意図が垣間見られる。
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